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                                                                     平成２０年５月２３日 

平成２０年３月期   決 算 短 信      

 

会 社 名            丸 福 証 券 株 式 会 社           

本 社 所 在 地            新潟県長岡市大手通１丁目５番地５ 

代 表 者            役職名  取 締 役 社 長  氏名  松 﨑   峻 

問合せ責任者            役職名  財務経理部長  氏名  野 本 正 栄    ＴＥＬ 0258-35-0290 
取締役会開催日     平成２０年５月２３日                         

定時株主総会開催日 平成２０年６月２０日 

 

２０年３月期の業績（平成 19 年 4 月 1 日～平成 20 年 3 月 31 日） 

 

（１）経営成績                                (注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。     

 営 業 収 益 純 営業収益 営 業 利 益 経 常 利 益 

 

 ２０年３月期 

 １９年３月期 

    百万円     ％

３,０４７  △ 2.8

３,１３４  △20.4

   百万円   ％

３,００３ △ 2.9

３,０９４ △20.8

   百万円    ％ 

５９８ △ 9.3

６５９ △57.3 

  百万円    ％

７２１ △ 8.6

７８８ △51.0

 

 当 期純利益 

 

１ 株当たり 

当 期純利益 
潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
自 己 資 本 

当期純利益率 

 

 ２０年３月期 

 １９年３月期 

     百万円    ％

   ３４１ △14.9

 ４００ △55.9

     円    銭

  ４８  ８０

５７  ３５

     円     銭 

    －     － 

    －     － 

         ％

      ３.５

     ４.０

   （注）①期中平均株式数   ２０年３月期 6,991,000 株  １９年３月期 6,991,000 株                         

         ②会計処理の方法の変更  有  

         ③営業収益、純営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、 

           対前期増減率 

 

（２）配当状況 

１株当たり年間配当金  

  中  間 期  末 

配当金総額

（ 年 間）

配当性向 

 

純 資 産 

配 当 率 

              

 ２０年３月期 

 １９年３月期 

   円  銭 

  ６ ００ 

  ６ ００ 

  円  銭

  －  －

  －  －

  円  銭

 ６ ００

６ ００

百万円

    ４１

    ４１

       ％ 

 １２.３ 

 １０.５ 

       ％

   ０.４

   ０.４

 

 

（３）財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自 己 資 本

比 率

１株当たり 

純 資 産 

自 己 資 本 

規 制 比 率 

 

 ２０年３月期 

 １９年３月期 

      百万円 

１５,３４２ 

 １８,４０２ 

     百万円

９,７５３

１０,０１５

        ％

   ６３.６

   ５４.４

    円   銭 

 1,395  20 

 1,432  57 

        ％

875.0

   754.2

  （注）期末発行済株式数  ２０年３月期 6,991,000 株  １９年３月期 6,991,000 株   
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  経営方針および経営成績 

 

 

Ⅰ．経 営 方 針 

 

１．経営の基本方針 

  当社は「顧客第一主義」を経営理念として顧客本位の営業に徹し、情報提供の質的向上や商品の品揃

えの充実、社員の資質向上による投資アドバイスの充実など高付加価値営業を推進し、顧客満足度の向

上を図る方針であります。 

 

２．利益配分に関する基本方針 

  当社は、株主に対する利益還元を経営上の重要課題の一つと捉えております。利益配分につきまして

は、経営体質の強化及び今後の事業展開に備え、内部留保の充実に努めるとともに安定的な配当の維

持・継続を勘案しつつ、業績の進展に応じた配分を行う方針であります。 

 

３．対処すべき課題 

  新事業年度をみますと、世界的には、サブプライムローン問題が深刻化した昨夏以降、金融システム

の揺らぎから信用不安が囁かれ始め、株式・債券市場から逃げ出した投資マネーの商品市場への流入に

よる商品高騰の煽りから世界経済の減速が懸念されるところであります。また国内においても、原油や

資材の高騰、円高等の影響により企業業績の悪化が予想される中、日銀総裁問題やガソリン税問題等で

見られた衆参ねじれによる政局の混迷がさらに経済の足かせとなるとの見方もあります。 

 このような状況の下、当社を取り巻く経営環境は厳しさを増すものと思われますが、新事業年度にお

いても引き続き全顧客総接触･総訪問に努め、当社のモットーとする顧客第一主義を念頭に置き、より

一層対面営業に注力してまいります。そのためには、社員個々の能力をさらに高めるための人材育成に

努めるとともに、顧客ニーズに即した商品を取り揃えることにより、運用技術・商品提供力の向上を図

ってまいります。また、安定した営業基盤を確保すべく、来年１月からの株券電子化に向け、役職員全

員参加によるタンス株券の取り込みに注力し、新規顧客開拓・新規資産獲得を推進してまいります。 

 一方、管理面におきましても、顧客高齢化への対応を含め、次世代顧客の取り込みを考慮しつつ、よ

り一層金融商品取引法への取り組みと理解を深め、コンプライアンス強化を図りながら収益機会の拡大

を目指してまいります。 

 当社は、本年４月から新潟産業大学との共同で、同大学に「ファイナンシャルプランニング講座」を

立ち上げました。地域の皆様に投資をより身近に感じていただくとともに、将来を担う投資家の育成を

目指し、今後こうした社会貢献活動にも力を注いでいく所存であります。 

 

Ⅱ．経 営 成 績 

  当事業年度におけるわが国株式市場は、日本経済が緩やかながら回復基調にあることや外国為替市場

で円相場が円安・ドル高基調にあることを背景にして好業績が期待できる銘柄中心に買われ、４月から

６月にかけての日経平均株価は 17,000 円台前半から後半で推移し、７月には 18,261 円 98 銭の年初来

高値をつけました。 

 その後、米国のサブプライムローン（信用力の低い個人向け住宅融資）問題を契機にした信用リスク

不安が台頭、円相場も一転して円高方向での推移を辿りだし、８月１７日に日経平均株価が 800 円超の

下げとなって以降、株価は下げ足を早めました。２００８年に入ってもリスク許容度が低下した外国人

投資家の売り越しは続き、３月第２週に 9,227 億円と１９８７年１０月のブラックマンデー時以来の高

水準になるなど、下半期だけで 2兆 4,000 億円の売り越しに転じました。また、世界経済の減速懸念に

加え、円高による国内企業の業績悪化懸念や国内の政局混迷などから、３月１７日には円相場が 1ドル

＝95 円台へ上昇し、日経平均株価は 11,787 円 51 銭の年初来安値をつけました。その後戻りをみせ、年

度末３月３１日の日経平均株価は 12,525 円 54 銭で引けました。 

 こうした状況の下、当社は全顧客総接触・総訪問に努め、厳しさを増す市況に打ち勝つべく、地域か

ら信頼される地方証券として、より一層対面営業に力を注いでまいりました。 

 株式市場が低迷する中におきましても、顧客の資産運用ニーズに応え得るよう、外国債券・投資信託

を中心とした幅広い商品ラインナップを取り揃えるとともに、顧客セミナーの開催等による積極的な投

資情報提供にも努めてまいりました。 
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  また、収益面におきましては、株式手数料に偏らないバランス営業の推進を行い安定した収益確保

に努め、営業基盤強化のためタンス株券取り込みや見込み顧客の発掘による新規顧客開拓にも注力いた

しました。一方、管理面におきましても金融商品取引法への全役職員一丸となった取り組みによるコン

プライアンスの徹底、並びにコスト管理の見直しによる経費削減に努めてまいりました。 

 

 以上の結果、当事業年度における当社の営業収益は 30 億 47 百万円（前年度比 97.2％）、純営業収益

は 30 億 3 百万円（同 97.1％）となりました。一方、販売費・一般管理費はコスト管理の徹底等もあり

24 億 5 百万円（同 98.8％）となり、経常利益は 7億 21 百万円（同 91.4％）となりました。当期純利益

は、法人税等調整額につきまして過年度に計上しました繰延税金資産の回収可能性を再検討し、91 百万

円を振り戻したことから 3億 41 百万円（同 85.1％）となりました。 

 

 

１．受入手数料 

受入手数料の合計は 27 億 42 百万円(前年度比 93.7％)となりました。内訳は次のとおりです。 

 

（１）委託手数料 

好業績銘柄や高配当銘柄を中心に投資提案を行い、積極的な営業を展開いたしました。株式委託手

数料につきましては、17 億 38 百万円(前年度比 85.7％)となりました。一方、債券委託手数料につき

ましては、0 百万円(同 29.0％)となり、受益証券を加えた委託手数料の合計は 17 億 44 百万円（同

85.7％)となりました。 

 

（２）引受け・売出し手数料 

引受け・売出し手数料は 12 百万円（前年度比 237.1％）となりました。 

 

（３）募集・売出しの取扱手数料、その他の受入手数料 

募集・売出しの取扱手数料、その他の受入手数料につきましては、投資信託部門が大半を占めてお

ります。当事業年度の投資信託販売につきましては、新興国国債マザーファンドの受益証券を主要投

資対象とし、安定した収益の確保と投資信託財産の成長を目指して運用を行う「新興国国債オープン

（毎月決算型）（愛称：アトラス）」や、高格付の豪ドル建てやニュージーランドドル建ての公社債な

どに投資し、安定した収益を目指す「ハイグレード・オセアニア・ボンド・オープン（愛称：杏の実）」

など毎月分配型の投資信託を中心に販売活動を行いました。この結果、投資信託の募集・売出しの取

扱手数料は 6億 71 百万円(前年度比 104.6％)となり、株式、債券を含めた募集・売出しの取扱手数料

の合計は 6億 71 百万円(同 104.6％)となりました。 

一方、その他の受入手数料につきましては 3億 14 百万円(同 128.6％)となりました。 

     

２．トレーディング損益 

    株式等トレーディング損益は 81 百万円(前年度比 124.7％)となり、これに外国債券等の売買益を加

えたトレーディング損益の合計は 1億 84 百万円(同 188.7％)となりました。 

 

３．金融収支 

    金融収益は 1 億 20 百万円(前年度比 110.5％)、金融費用は 43 百万円(同 108.7％)となり、差引金

融収支は 77 百万円(同 111.5％)となりました。 

 

４．販売費・一般管理費 

    全社的なコスト抑制に努めました結果、販売費・一般管理費は 24 億 5 百万円(前年度比 98.8％)と

なりました。 

 

５．営業外損益および特別損益 

    営業外損益は受取配当金などで 1 億 23 百万円の利益となりました。また、特別損益は投資有価証

券売却益による 44 百万円の特別利益がありましたが、投資有価証券評価減や投資有価証券売却損等

による 38 百万円の特別損失があり、差引 6百万円の利益となりました。 

 



                                       （丸福証券） 

 - 4 -

 

６．当事業年度の利益配分に関する事項 

    当社は、株主配当金につきましては、安定的な配当の維持・継続を勘案しつつ、業績の進展に応じ

た配分を基本方針としております。以上の方針に基づき、当事業年度の配当金につきましては、１株

につき６円とさせていただく予定でございます。 
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貸借対照表及び損益計算書 
 

貸    借    対    照    表 
 

                                                                        (単位：百万円) 

        

       科       目 
当事業年度 

（平成 20年 3 月 31 日）

前事業年度 

（平成 19年 3 月 31 日） 

前年度比 

増    減 

（  資  産  の  部 ） 

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金 

預 託 金 

顧 客 分 別 金 信 託 

そ の 他 の 預 託 金 

トレーディング商品 

商 品 有 価 証 券 等 

約 定 見 返 勘 定 

信 用 取 引 資 産 

信 用 取 引 貸 付 金 

信用取引借証券担保金 

立 替 金 

未 収 収 益 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 の 流 動 資 産 

 

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 

無 形 固 定 資 産 

投 資 そ の 他 の 資 産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

出 資 金 

長 期 差 入 保 証 金 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 の 投 資 等 

貸 倒 引 当 金 
 

 

 

 

 

 

 

１１,７９１

６,０４８

２,３０９

２,２００

１０９

７７

７７

１２

２,９１６

２,８４３

７３

２２０

１２８

４５

３１

３,５５１

８１５

１３

２,７２３

２,０６２

５２３

１

７８

５４

１３

△     １０

 

１３,８９９ 

３,６５６ 

３,０２３ 

２,９００ 

１２３ 

１９１ 

１９１ 

― 

６,５４７ 

６,４５５ 

９２ 

２２９ 

１６１ 

５８ 

３１ 

 

４,５０３ 

８３５ 

１２ 

３,６５５ 

２,５５６ 

９８０ 

３１ 

７７ 

― 

１５ 

△            ５ 

 

 

 

△ 

 

△ 

△ 

△ 

△ 

△ 

 

△ 

  △ 

△ 

△ 

△ 

△ 

 

 

△ 

△ 

 

△ 

△ 

△ 

△ 

  

 

△ 

△ 

２,１０８

２,３９２

７１３

７００

１３

１１４

１１４

１２

３,６３０

３,６１１

１９

８

３３

１３

０

９５１

１９

０

９３１

４９３

４５６

３０

１

５４

１

４

 

    資   産   合   計 

 

 

１５,３４２

 

１８,４０２ 

 

△ 

 

３,０５９
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                                                                        (単位：百万円) 

科       目 
当事業年度 

（平成 20年 3 月 31 日）

前事業年度 

（平成 19年 3 月 31 日） 

前年度比 

増    減 

（ 負 債 の 部 ） 

流 動 負 債 

    トレ－ディング商品          

      商品有価証券等         

    約 定 見 返 勘 定          

    信 用 取 引 負 債          

      信用取引借入金         

      信用取引貸証券受入金 

    預 り 金          

    受 入 保 証 金          

    短 期 借 入 金          

     未 払 法 人 税 等          

    賞 与 引 当 金            

     そ の 他 流 動 負 債          

 

固 定 負 債            

    退 職 給 付 引 当 金          

  役員退職慰労引当金 

    繰 延 税 金 負 債          

 

特 別 法 上 の 準 備 金            

    証券取引責任準備金 

５,０９９

８０

８０

―

１,５２５

１,３４２

１８３

１,６１８

５６６

１,０００

１３７

１００

７０

３６８

２８３

８５

―

１２１

１２１

 

７,６９２ 

１６２ 

１６２ 

２４ 

２,４９１ 

２,２６８ 

２２３ 

２,４４６ 

９６６ 

１,１００ 

２８６ 

１００ 

１１４ 

 

５７３ 

２６８ 

９１ 

２１４ 

 

１２１ 

１２１ 

 

△ 

△ 

△ 

△ 

△ 

△ 

△ 

△ 

△ 

△ 

△ 

 

△ 

 

△ 

 

△ 

△ 

 

 

 

２,５９３

８２

８２

２４

９６５

９２５

４０

８２７

３９９

１００

１４８

―

４４

２０５

１４

５

２１４

０

０

負 債 合 計 ５,５８９ ８,３８７ △ ２,７９８

（ 純 資 産 の 部 ） 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 

利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金 

その他利益剰余金 

役員退職慰労積立金 

別 途 積 立 金 

繰越利益剰余金 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 

その他有価証券評価差額金 

９,５４６

８５２

５９３

５９３

８,１００

２１３

７,８８７

―

６,８５９

１,０２８

２０７

２０７

 

９,２４７ 

８５２ 

５９３ 

５９３ 

７,８０１ 

２１３ 

７,５８８ 

７１ 

６,４８８ 

１,０２８ 

７６７ 

７６７ 

 

 

 

 

 

 

△ 

 

△ 

△ 

△ 

２９９

―

―

―

２９９

―

２９９

７１

３７１

０

５６０

５６０

純 資 産 合 計 ９,７５３ １０,０１５ △ ２６１

負債・純資産合計 １５,３４２ １８,４０２ △ ３,０５９
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  損    益    計    算    書 
 

                                                                       （単位：百万円） 

科            目 

当事業年度 
自 平成 19 年 4月 1 日 

至 平成 20 年 3月 31 日 

前事業年度 
自 平成 18 年 4月 1 日 

至 平成 19 年 3月 31 日 

前年度比 

営 業 収 益              

受 入 手 数 料            

ト レ ー ディ ン グ 損益            

金 融 収 益            

金 融 費 用              

３,０４７

２,７４２

１８４

１２０

４３

３,１３４ 

２,９２７ 

９７ 

１０９ 

３９ 

９７.２％

９３.７％

１８８.７％

１１０.５％

１０８.７％

純 営 業 収 益              ３,００３ ３,０９４ ９７.１％

販 売 費 ・ 一 般 管 理 費              

取 引 関 係 費            

人 件 費            

不 動 産 関 係 費            

事 務 費            

減 価 償 却 費            

租 税 公 課            

貸 倒 引 当 金 繰 入 

そ の 他            

２,４０５

２４０

１,５０６

３１３

２０７

３４

３２

４

６６

２,４３４ 

２３９ 

１,５２４ 

２９３ 

２１９ 

４１ 

２５ 

― 

９２ 

９８.８％

１００.５％

９８.９％

１０６.９％

９４.８％

８２.３％

１２６.９％

―

７１.６％

営 業 利 益              ５９８ ６５９ ９０.７％

営 業 外 収 益              

受 取 配 当 金            

そ の 他            

営 業 外 費 用              

１２３

１１３

１０

０

１３０ 

１２０ 

９ 

１ 

９５.０％

９４.３％

１０４.１％

４４.８％

経 常 利 益              ７２１ ７８８ ９１.４％

特 別 利 益              

 

特 別 損 失              

４４

３８

２ 

 

９０ 

１,８５０.８％

４２.４％

税 引 前 当 期 純 利 益              ７２７ ７０１ １０３.８％

法人税、住民税および事業税              

 

法 人 税 等 調 整 額              

２９５

９１

３０１ 

 

△  １ 

９７.９％

―

当 期 純 利 益              ３４１ ４００ ８５.１％
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

 

前事業年度（自 平成 18 年 4 月 1日 至 平成 19 年 3 月 31 日）                    （単位：百万円） 

株 主 資 本 
評価・換

算差額等

資 本 

剰余金 
利 益 剰 余 金 

その他利益剰余金 

 

資本金
資 本 

準備金 

利 益

準備金
役員退

職慰労

積立金

別 途

積立金

繰越利益

剰 余 金

利 益  

剰余金 

合 計

株主資本 

合 計 

その他有

価証券評

価差額金

純 資 産

合  計

平成 18 年 3 月 31 日残高 852 593 213 71 5,788 1,436 7,509 8,955 1,189 10,144

事業年度中の変動額   

剰余金の配当（注）  △ 55 △ 55 △ 55 △ 55

役 員 賞 与（注）  △ 52 △ 52 △ 52 △ 52

別途積立金の積立（注）  700 △700 － － －

当 期 純 利 益  400 400 400 400

株主資本以外の 

項目の事業年度 

中の変動額(純額)   △422 △422
事 業 年 度 中 の 

変 動 額 合 計 － － － － 700 △407 292 292 △422 △129

平成 19 年 3 月 31 日残高 852 593 213 71 6,488 1,028 7,801 9,247 767 10,015

 

（注）平成１８年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
 
 
 
当事業年度（自 平成 19 年 4 月 1日 至 平成 20 年 3 月 31 日）                    （単位：百万円） 

株 主 資 本 
評価・換

算差額等

資 本 

剰余金 
利 益 剰 余 金 

その他利益剰余金 

 

資本金
資 本 

準備金 

利 益

準備金
役員退

職慰労

積立金

別 途

積立金

繰越利益

剰 余 金

利 益  

剰余金 

合 計

株主資本 

合 計 

その他有

価証券評

価差額金

純 資 産

合  計

平成 19 年 3 月 31 日残高 852 593 213 71 6,488 1,028 7,801 9,247 767 10,015

事業年度中の変動額   

剰 余 金 の 配 当  △ 41 △ 41 △ 41 △ 41
役 員 退 職 慰 労   

積立金の取崩し  △ 71 71 － － －

別途積立金の積立  371 △371 － － －

当 期 純 利 益  341 341 341 341

株主資本以外の 

項目の事業年度 

中の変動額(純額)   △560 △560
事 業 年 度 中 の 

変 動 額 合 計 － － － △ 71 371 △ 0 299 299 △560 △261

平成 20 年 3 月 31 日残高 852 593 213 － 6,859 1,028 8,100 9,546 207 9,753
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注    記    事    項 
 

  当社の計算書類は、「会社計算規則」並びに同規則第 146 条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関

する内閣府令」（平成 19 年内閣府令第 52 号）および「有価証券関連業経理の統一に関する規則」（昭和

49 年 11 月 14 日付日本証券業協会理事会決議）に準拠して作成しております。 

 

 

 [重要な会計方針に係る事項に関する注記] 

 

１．トレーディングに関する有価証券等（トレーディング商品）の評価基準および評価方法 

 （１）商品有価証券等（売買目的有価証券） 

       時価法を採用しております。（売却原価は総平均法により算定しております。）  

 （２）デリバティブ取引 

       時価法を採用しております。 

       

２．トレーディング関連以外の有価証券等（その他有価証券）の評価基準および評価方法 

 （１）時価のあるもの 

       決算日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は総平均法により算定しております。） 

 （２）時価のないもの 

       総平均法による原価法を採用しております。 

 

３．固定資産の減価償却の方法 

 （１）有形固定資産 

       定率法を採用しております。ただし、平成 10 年 4 月 1日以降に取得した建物（建物附属設備を

除く）については定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

        建 物           １０～４７年 

        器具・備品             ３～２０年 

  （会計方針の変更） 

    法人税法改正に伴い、当事業年度より、平成 19 年 4 月 1 日以降に取得した有形固定資産につ

いて、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。これによる損益に与える

影響は軽微であります。 

  （追加情報） 

    法人税法改正に伴い、平成 19 年 3 月 31 日以前に取得した資産については、償却可能限度額ま

で償却が終了した事業年度の翌事業年度から 5年間で均等償却する方法によっております。これ

による損益に与える影響は軽微であります。 

 （２）無形固定資産および投資その他の資産 

       定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用  

可能な期間（５年）に基づいております。 

 

４．引当金の計上基準 

 （１）貸倒引当金 

        貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等      

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 （２）賞与引当金 

        従業員に対する賞与支給に備えるため、当社所定の計算方法による支給見込額を計上してお      

ります。 

 （３）退職給付引当金 

        従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当事

業年度末において発生していると認められる額を計上しております。 
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（４）役員退職慰労引当金 

    役員の退職慰労金の支給に備えるため、当社内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

 （５）証券取引責任準備金 

        有価証券の売買その他の取引又はデリバティブ取引等に関して生じた事故による損失に備え

るため、金融商品取引法の規定に基づき計上しております。 

    ただし、当事業年度においては金融商品取引法附則（平成 18 年法律第 65 号）第 40 条の規定

により、旧「証券取引法」第 51 条第 1 項の規定に基づく旧「証券会社に対する内閣府令」第 35

条に定めるところにより算出した額を計上しております。 

 

 ５．消費税等の会計処理方法 

      消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税および地方消    

費税は、当事業年度の費用として処理しております。 

 
 ６．リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 

 

 [ 貸借対照表に関する注記 ] 

                      

１．有形固定資産の減価償却累計額 

                                      （当事業年度）     （前事業年度） 

                                     ６２０百万円       ６０４百万円   
 
 
[ 損益計算書に関する注記 ] 

 

１．特別損益の内訳 
                                      （当事業年度）     （前事業年度） 

  特別利益 
   投資有価証券売却益        ４４百万円      ０百万円 
   貸倒引当金戻入れ            －       １百万円 
   証券取引責任準備金戻入れ        －       ０百万円 
 
  特別損失 
   投資有価証券評価減        ２０百万円        － 
   投資有価証券売却損        １０百万円        － 
   中越沖地震関連損失         ３百万円        － 
   過年度役員退職慰労引当金繰入れ     －      ８３百万円 
   ゴルフ会員権売却損           －       ４百万円 
   その他               ２百万円      １百万円 
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[ 株主資本変動計算書に関する注記 ] 

 

前事業年度（自 平成 18 年 4 月 1日 至 平成 19 年 3 月 31 日） 

１．当事業年度の末日における発行済み株式の数 

普通株式  ６,９９１,０００株 

 

２．配当に関する事項 

 （１）配当金支払額 

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり  

配当額 
基準日 効力発生日 

平成 18 年 6月 16 日 

定時株主総会 
普通株式 55 百万円 8 円 平成 18 年 3月 31 日 平成 18 年 6月 19 日

 

 （２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の

総額 

１株当た

り配当額 
基準日 効力発生日 

平成 19 年 6月 15 日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 41 百万円 6円 平成 19 年 3月 31 日 平成 19 年 6月 18 日

 

 

 当事業年度（自 平成 19 年 4 月 1日 至 平成 20 年 3 月 31 日） 

１．当事業年度の末日における発行済み株式の数 

普通株式  ６,９９１,０００株 

 

２．配当に関する事項 

 （１）配当金支払額 

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり  

配当額 
基準日 効力発生日 

平成 19 年 6月 15 日 

定時株主総会 
普通株式 41 百万円 6 円 平成 19 年 3月 31 日 平成 19 年 6月 18 日

 

 （２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

   上記の事項については、次のとおり決議を予定しております。 

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の

総額 

１株当た

り配当額 
基準日 効力発生日 

平成 20 年 6月 20 日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 41 百万円 6円 平成 20 年 3月 31 日 平成 20 年 6月 23 日
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[ 税効果会計に関する注記 ] 

 

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

                       （当事業年度）    （前事業年度） 

 繰延税金資産 

  退職給付引当金              １１４百万円     １０８百万円 

  投資有価証券評価減             ９０百万円      ８１百万円 

  証券取引責任準備金             ４８百万円      ４８百万円 

  賞与引当金                 ４０百万円      ４０百万円 

  役員退職慰労引当金             ３４百万円      ３６百万円 

  固定資産評価減               １６百万円      １６百万円 

  減価償却費損金算入限度額超過額       １０百万円      １１百万円 

  未払事業税                  ９百万円      １８百万円 

  その他                    ０百万円       ２百万円 

 繰延税金資産小計              ３６５百万円     ３６５百万円 

  評価性引当額               △９１百万円         －  

 繰延税金資産合計              ２７３百万円     ３６５百万円 

 繰延税金負債 

  その他有価証券評価差額金        △１７４百万円    △５２１百万円 

 繰延税金負債合計             △１７４百万円    △５２１百万円 

 繰延税金資産の純額              ９９百万円    △１５５百万円 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異  

の原因となった主要な項目別の内訳 

                       （当事業年度）    （前事業年度） 

 法定実効税率                 ４０.４４％       

 （調整）                            法定実効税率と税効果会計 

  交際費等永久に損金に算入されない項目     １.６１％    適用後の法人税等の負担率 

  受取配当金等永久に益金に算入されない項目  △２.７４％    との間の差異が法定実効税 

  住民税均等割                 １.１２％    率の 100 分の 5以下である 

  評価性引当金増加額             １２.６３％    ため注記を省略しておりま 

  その他                    ０.０６％    す。 

 税効果会計適用後の法人税等の負担率      ５３.１２％ 
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平成２０年３月期   決  算  資  料 

 

１．受  入  手  数  料 

 

（１）科目別内訳                                                           （単位：百万円） 

 当事業年度 前事業年度 前年度比 

委 託 手 数 料             

（ 株 券 ）           

（ 債 券 ）           

（  受 益 証 券   ） 

引 受 ・ 売 出 し 手 数 料             

（ 株 券 ）           

（ 債 券 ）           

募集・売出しの取扱手数料 

そ の 他 の 受 入 手 数 料             

     １,７４４ 

（   １,７３８）

（          ０）

（         ４）

          １２ 

（          ９）

（         ３）

        ６７１ 

        ３１４ 

     ２,０３６  

（   ２,０２９） 

（          １） 

（         ５） 

           ５  

（          １） 

（         ４） 

        ６４２ 

        ２４４ 

     ８５.７ ％ 

（   ８５.７） 

（    ２９.０） 

（   ９２.１） 

    ２３７.１ 

（  ７９７.４） 

（   ７６.６） 

    １０４.６ 

    １２８.６ 

合            計      ２,７４２      ２,９２７      ９３.７ 

     

 

（２）商品別内訳                                                           （単位：百万円） 

 当事業年度 前事業年度 前年度比 

  株 券             

  債 券             

  受 益 証 券             

  そ の 他             

      １,７５６ 

            ４ 

         ９７８ 

             ２ 

      ２,０４２ 

            ６ 

         ８７６ 

             ２ 

     ８６.０ ％ 

      ６７.２ 

    １１１.６ 

     ９８.８ 

合            計       ２,７４２       ２,９２７      ９３.７ 

     

 

２．トレーディング損益                                                     （単位：百万円） 

 当事業年度 前事業年度 前年度比 

株 券 等             

債 券 等 ・ そ の 他             

（ 債 券 等 ）           

（ そ の 他 ）           

          ８１ 

         １０２ 

（    １０２）

（      －）

          ６５ 

           ３２ 

（     ３２） 

（      －） 

    １２４.７ ％ 

    ３１８.１ 

（  ３１８.１） 

（      －）  

       合            計          １８４           ９７     １８８.７ 

     

 

３．株券売買高（先物取引等を除く）                                （単位：百万株・百万円） 

当事業年度 前事業年度 前年度比       

株  数 金    額 株  数 金   額 株 数 金 額 

合             計 914 687,808 1,324 970,374 69.0%  70.9% 

（  自  己  ） 

（  委  託  ） 

(   648 ) 

(   265 ) 

(  457,492 )

(  230,315 )

(   987 )

(   337 )

(  699,553 )

(  270,821 )

(  65.7%) 

(  78.7%) 

(  65.4%)

(  85.0%)

委  託  比  率 29.1% 33.5% 25.5% 27.9% 

１株当たり委託手数料 ６円５４銭 ６円００銭 
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４．引受・募集・売出しの取扱高                                     （単位：百万株・百万円） 

 当事業年度 前事業年度 前年度比 

  

 引 

 

 

 受 

 

 

 高 

 

株    券（株    数） 

 

株    券（金    額） 

 

債    券（額面金額） 

 

ｺﾏｰｼｬﾙ･ﾍﾟｰﾊﾟｰおよび 

外国証書（額面金額） 

０

２３２

７９２

―

０

２

１,００６

―

６１,３０６.３％

８,８０１.５％

７８.７％

―

     

募売

集出  

 の 

 取 

 扱 

 高 

 

 ＊ 

株    券（株    数） 

 

株    券（金    額） 

 

債    券（額面金額） 

 

受益証券（額面金額） 

 

ｺﾏｰｼｬﾙ･ﾍﾟｰﾊﾟｰおよび 

外国証書（額面金額） 

０

２４４

７９２

２４,６０９

―

０

１６

１,００６

２６,３０８

―

３,３８５.４％

１,４８５.０％

７８.７％

９３.５％

―

     ＊  売出高を含めております。 

 

５．自己資本規制比率                                                       （単位：百万円） 

 当事業年度末 前事業年度末 

基 本 的 項 目                                     (Ａ）      ９,５０４      ９,２０５

 評 価 差 額 金       ２０７       ７６７

補 完 的 項 目        証 券取引責 任準備金         １２１         １２１

            計              (Ｂ)       ３２８       ８８８

控 除 資 産                                     (Ｃ)      ２,１７８      ２,２１６

固定化されていない

自己資本の額 (Ａ)＋（Ｂ）－（Ｃ） (Ｄ）

 

     ７,６５４      ７,８７７

 

リスク相当額        

 

市 場 リ ス ク 相 当 額            

取 引 先 リス ク 相 当額            

基 礎 的 リス ク 相 当額            

        １６６ 

        ９３ 

        ６１４ 

        ２９０

        １４６

        ６０７

            計               (Ｅ)       ８７４       １,０４４

自己資本規制比率    (Ｄ)  /  (Ｅ) × 100   (％)    ８７５.０％    ７５４.２％

    

 


